
外来医療計画とは

●平成30年改正医療法に基づき、医療計画の一部として、外来医療提供体制を確保するための方策を定める計画
●国が全国ベースで統一的・客観的に比較・評価した「外来医師偏在指標」を用いて、外来医師多数区域を設定

➡新規開業希望者等への情報提供により、個々の医師の行動変容を促し、偏在是正につなげるのが国の基本的な目的
【外来医師偏在指標】国が全国の二次保健医療圏ごとに算定した、診療所医師の偏在等を示す指標
【計画期間】 令和２年度から令和５年度 ⇨ 今回の改定で東京都保健医療計画第に一体化（以降３年ごとに見直し）

医療計画における位置付け（国資料より抜粋）
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国が求める主な記載事項（外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドラインに基づく記載事項）

１外来医療機能に関する事項

①外来医師偏在指標及び外来医師多数区域の設定

厚生労働省が二次保健医療圏単位で外来医師偏在指標を算出し、算出した外来医師偏在指標の値が上位 33.3％の

二次保健医療圏を外来医師多数区域として設定

②二次保健医療圏ごとに不足する外来医療機能の検討

二次保健医療圏単位で、不足する外来医療機能を検討し記載

③紹介受診重点医療機関の明確化

紹介受診重点医療機関となる医療機関の名称、外来機能報告で把握可能な紹介受診重点外来の実施状況等の情報

④協議の場の運営

二次保健医療圏ごとに、外来医療機能の偏在・不足等への対応に関する事項等について協議する「外来医療に係る

医療提供体制に関する協議の場」の運営に関する事項

２医療機器の共同利用に関する事項

①医療機器の配置状況に関する情報

厚生労働省が二次保健医療圏単位で医療機器の項目ごとに、性・年齢構成を調整した人口当たり機器数を用いて

指標を算出

②機器の保有状況等に関する情報・区域ごとの共同利用方針

医療機器の配置状況を可視化し、二次保健医療圏ごと、医療機器の項目ごとに共同利用についての方針を記載

③協議の場の運営

二次保健医療圏ごとに設置する、医療機器の共同利用に関する協議の場（外来医療に係る医療提供体制に関する

協議の場を活用）の運営に関する事項

※赤字下線部は、今回改定で追加された事項


